
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 R01 R02

基本方針 予算額
（千円）

35,294 64,175 42,973 41,437 36,987

施策名 決算額
（千円）

31,584 47,776 37,781 32,216 27,571

決算額の内
繰越明許分 - - - -

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

令 和 ２ 年 度　　　　

所属部 計画まちづくり部 所属課 建築住宅課 正職員数 18人
その他
職員数

3人
（内線2339）

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

１０　地震・水害対策の強化<地震・水害対策>

R01 R02

Ⅰ-２-１０-（３）急傾斜地などの危険対策の推進
所管する施策の

方向一覧

Ⅰ-２-１０-（１）地震対策の推進
※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　 含まれておりません。

Ⅰ-２-１０-（２）安全で安心な建築物への誘導
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

※繰越明許：年度内にその支出が終わらない見込みのあるものについて、
　 議会の議決を得て翌年度に繰越して使用するもの。
　 予算要求年度に予算額を、実執行年度に決算額及び繰越明許額を記載。

055-983-2644

住宅の耐震化率
耐震性有住宅数／総住宅
数

88.3% 90.0% 91.6% 93.3% 95.0%

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

88.2% 89.0% 89.8% 90.5% 93.0%

順調 順調 順調 順調 達成



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

・コロナ禍であるため、ワークショップ等を実施することはできなかったが、広報みしまや市ホームページを利用した啓発活動を実施した。
・自治会と連携して行う既存ブロック塀の安全対策について、大宮町1丁目・大宮町3丁目等の計10件について、市から専門家を派遣し安全性の診
断を実施し、対策に必要性を啓発した。
・令和3年3月に三島市耐震改修促進計画が改正され、住宅の耐震化率の目標が令和2年度末に95％であったものが令和7年度末に96％に変更と
なり、改正後においては令和2年度末の耐震化率は計画・実績とも93％となっている。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

・住宅の耐震化について、地域の問題として考えてもらうため、危機管理課や福祉部門と連携し自主防災組織等へ向けた啓発を実施していく。
・耐震化されていない住宅を特定するため、耐震台帳を整備することにより、戸別訪問やダイレクトメールを実施していく。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

・住宅の密集度が高く耐震化率の低い市街地等を対象に、様々な手法で啓発活動を行い耐震化の促進を図る。
・地域が実施する防災活動の一環として既存ブロック塀の調査を実施する際、市から専門家を派遣し指導助言を行うことで安全対策の促進を図る。

施策の方向 Ⅰ-２-１０-（１）地震対策の推進

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

・住宅の密集度が高く、耐震化率の低い地域を重点的に啓発活動を実施する。
・ブロック塀等に対する安全対策の必要性を啓発し支援していく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 36棟 20棟 24棟 12棟 11棟

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 25棟 10棟 16棟 10棟 3棟

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 25棟 30棟 24棟 15棟 10棟

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 29棟 38棟 25棟 19棟 15棟

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 8件 8件 38件 28件 27件

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

補強計画策定と補強工事を一体
で実施する事業に改正するた
め、木造住宅について廃止。1

既存建築物耐震診断
事業費補助金交付

実施棟数 改善

2
木造住宅耐震補強助
成事業費補助金交付

実施棟数 改善

2　耐震関係補助金
交付業務

行政改革
大綱にお
ける取組

2
木造住宅補強計画策
定事業

実施棟数 終了

補強計画策定と補強工事を一体
で実施する事業に改正するた
め。

1　耐震診断事業

1
わが家の専門家診断
事業

実施棟数 維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

年度 H28 H29 H30 R01 R02
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

補強計画策定と補強工事を一体
で実施する事業に改正するた
め。

3
ブロック塀等耐震改修
促進事業費補助金交
付

除却件数 維持



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

1,853 (233) 1,853 (233) 1,853 (233) 1,390 (175) 1,180 (149)

1,667 (210) 927 (116) 1,112 (141) 561 (71) 442 (76)

6,725 (1,682) 7,070 (1,768) 6,725 (1,682) 4,035 (1,010) 4,110 (1,028)

6,290 (1,573) 2,410 (603) 4,044 (1,011) 2,670 (668) 685 (177)

4,914 (1,997) 11,940 (3,945) 4,414 (1,592) 5,520 (2,040) 2,880 (1,200)

3,526 (1,701) 6,229 (2,480) 3,814 (1,572) 2,217 (1,042) 1,490 (622)

20,200 (4,225) 41,000 (9,275) 26,516 (5,920) 27,900 (6,400) 27,000 (6,250)

19,600 (4,175) 37,783 (8,743) 26,268 (6,300) 25,287 (6,693) 23,282 (6,669)

700 (175) 1,400 (350) 2,550 (638) 1,700 (425) 1,732 (435)

429 (112) 401 (101) 2,450 (626) 1,468 (374) 1,642 (429)

２　木造住宅耐震補強助成事業費補助金
（01.08.01.02.020.86.19.53）

増大

２　既存建築物耐震診断事業費補助金
（01.08.01.02.020.86.19.51）

削減

１　木造住宅補強計画策定事業
（01.08.01.02.020.01.13.52）

削減
補助申請が想定よりも
少なかったため

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅰ-２-１０-（１）地震対策の推進

R02歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円）

１　わが家の専門家診断事業
（01.08.01.02.020.01.13.51）

維持

２　ブロック塀等耐震改修促進事業費補助
金（01.08.01.02.020.86.19.54）

維持



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

・法律の改正や、適正な運用の実施のため、引き続き行政連絡会議等に参加し、情報等を把握することによって、審査や相談業務における市民
サービスの向上につなげる。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

・行政連絡会議等に出席し、法改正などの情報を的確に把握し建築確認等の審査を適正実施する。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

・行政連絡会議等に出席し、法改正の把握や法律等の運用を確認することにより、建築確認等の審査や事前相談に対して適正に対応した。

施策の方向 Ⅰ-２-１０-（２）安全で安心な建築物への誘導

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

・法律の改正や、適正な運用の実施のため、引き続き行政連絡会議等に参加し、情報等を把握することによって、審査や相談業務における市民
サービスの向上につなげる。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 593 543 498 473 386

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

1　建築確認等審査
業務

1 建築確認申請受付 申請件数 維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針 行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 R01 R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

100 (100) 110 (110) 113 (113) 90 (90) 85 (14)

72 (72) 26 (26) 93 (93) 13 (13) 30 (30)
1　会議研修等負担金（01.08.01.02.020.82） 削減

行政改革
大綱にお
ける取組

Ⅰ-２-１０-（２）安全で安心な建築物への誘導

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円） R02歳出（千円）



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

ハザードマップ等を活用しながら、災害危険区域の危険性を周知するとともに、災害危険区域からの移転に対する助成制度の周知・啓発を行ってい
く。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

・急傾斜地などの危険対策のため広報みしまや市ホームページによる啓発を図る。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

住まいづくり支援ガイドや市ホームページによる啓発等制度の周知を図ったが、具体的な相談や補助申請には至らなかった。

施策の方向 Ⅰ-２-１０-（３）急傾斜地などの危険対策の推進

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

・広報みしま等で助成制度についての周知を図り、危険を及ぼすおそれのある区域からの住宅の移転を推進する。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 0 0 0 0 0

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

1　がけ地近接等危
険住宅移転事業

1
がけ地近接等危険住
宅移転事業

実施棟数 維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針 行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 R01 R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

802 (201) 802 (201) 802 (201) 802 (201) 0 (0)

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

1　がけ地近接等危険住宅移転事業費補助
金（01.08.01.02.020.86.19.55）

維持

行政改革
大綱にお
ける取組

Ⅰ-２-１０-（３）急傾斜地などの危険対策の推進

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円） R02歳出（千円）



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

耐震診断事業

国、県への交付
金申請
わが家の専門家
診断事業業務委
託契約
受付開始（随時）

　
広報みしまによる

啓発

　
広報みしまによる

啓発 事業完了
実績報告書の提
出
請求書の提出

228H

耐震関係補助
金交付業務

国、県への交付
金申請
補助金申請受付
開始　　（随時）
補助事業の審査
補助金交付

　
広報みしまによる

啓発

　
広報みしまによる

啓発 事業完了
実績報告書の提
出
請求書の提出

343H

建築確認等審
査業務

申請受付（随時）
審査又は進達 745H

がけ地近接等
危険住宅移転
事業補助金交
付業務

国、県への交付
金申請
補助金申請受付
開始　　（随時）
補助事業の審査
補助金交付

住まいづくり支援
ガイドへの掲載

事業完了
実績報告書の提
出
請求書の提出

3H

055-983-2644

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち １０　地震・水害対策の強化<地震・水害対策>

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

その他職員数 3人
（内線2339）

4月 5月 6月 7月 8月 3月
従事見込時間数

令和２年度　スケジュール表 所属部 計画まちづくり部 所属課 建築住宅課 正職員数 18人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名


